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（1）審査に付された令和2年度上里町下水道会計決算書、財務諸表、その他付属書類は適正

　　に作成され、決算係数は会計諸帳簿と符合し正確であるか。

（2）事業の経営実績と財政状態を明瞭適正に表示しているか。

（3）予算の執行並びに事業の経営管理は、地方公営企業法第3条に規定される経営基本原則

以上に主眼をおいて審査を実施した。

　決算審査にあたっては、関係職員の出席を求め、決算内容について説明を聴き、また、

決算関係書類と総勘定元帳、関係補助簿等を照合するとともに、例月出納検査、定例監査

の実施結果を参考として審査を実施した。
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１．審査の期日

　　令和3年7月26日（月）

２．審査の主眼

　　に基づき、適正かつ効率的に運営されているか。

３．審査の方法

４．経営の概要について

　〇業務実績について

事　　　項
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令和２年度



収　入

支　出

 収益的収入及び収益的支出の決算額は、予算額に比べ収入において、475万370円の減収

となり、支出は730万746円の不用額を生じている。

収　入

支　出

 資本的収入及び資本的支出の決算額は、予算額に比べ収入において3,743万5,680円の減収

となり、支出は4,340万2,896円の不用額を生じている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　分 予算額(A) 決算額(B)
予算額に比べ
決算額の増減額

執行率
(B)/(A)

備　　考

資本的収入 192,917,000 155,481,320 △ 37,435,680 80.6%
うち特定収入仮払消費
税及び地方消費税
　     　2,472,584

資本的支出 276,571,000 233,168,104 43,402,896 84.3%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　分 予算額(A) 決算額(B) 不用額

備　　考

うち仮受消費税
　及び地方消費税
    　 5,397,583

②　資本的収入及び資本的支出

区　分 備　　考予算額(A) 決算額(B)
予算額に比べ
決算額の増減額

執行率
(B)/(A)

事業収益 260,827,000 256,076,630 △ 4,750,370 98.2%
うち仮受消費税
　及び地方消費税
     　7,810,830

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　分

事業費 254,787,000 247,486,254

執行率
(B)/(A)

備　　考

うち特定収入仮払消費
税及び地方消費税
     　10,284,879
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7,300,746 97.1%

予算額(A) 決算額(B) 不用額
執行率
(B)/(A)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

５．決算報告書について

①　収益的収入及び収益的支出



　・収益的収入の主なものは

　〇営業収益では、下水道使用料6,037万4,398円である。

　〇営業外収益では、他会計補助金1億349万3,000円である。

・収益的支出の主なものは

〇営業費用では、減価償却費1億2,705万1,753円である。

〇営業外費用では、企業債利息4,216万2,812円である。

この結果、事業収益は2億4,286万6,752円（税抜）で、事業費用は2億4,208万8,671円（税抜）

となっている。

　審査に付された決算書、財務諸表及び付属書類はいずれも関係法令に準拠されて作成されて

おり、計数も会計諸帳簿と符合し正確であり、令和3年3月31日現在における財政状況を適切に

表示しているものと認められた。

　事業決算としては、事業収益が2億5,607万7千円に対し、事業費用は2億4,748万6千円となっ

ている。

　また、損益計算としては純利益が77万8千円生じており、前年度繰越利益剰余金4,432万6千円

と併せると当年度未処分利益剰余金は4,510万4千円となっている。

　企業債の残高は24億2,191万2千円であり、この償還原資である有形固定資産の残高は35億5,8

78万8千円である。

　減価償却費と償還金のバランスについては、当該事業年度の減価償却費1億2,705万2千円に対

し企業債の償還は1億1,191万2千円となっている。

　当該事業年度は、公共下水道計画区域457haのうち認可区域221haについて計画的な管路工事

を進めているが、下水道普及率は接続率において47.0％で、前年度に比べ少しづつであるが接

続世帯は増加している。加えて使用料の大半を担う企業からの排出量に波があることや、企業

債の償還も多額であることから経営状況は依然として厳しいものとなっている。

 ついては未接続世帯への周知、普及啓発活動などを通じ供給開始区域内の接続率の向上を図る

ため、さらなる努力をお願いする。また、引き続き地域に即した内水対策の検討を行っていた

だき生活環境の改善、水質保全等安全で快適な町民の生活のため努力していただくようお願い

したい。

６．審査の結果

③　経営状況について
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